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介護保険事業の概要

介護保険事業

事務機構(令和３年４月１日現在)

（１）介護保険課　　　　

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

介護業務係 ７ 名

(1)　介護保険事業計画に関すること。
(2)　介護保険制度の啓発普及に関すること。
(3)　介護保険被保険者証に関すること。
(4)　介護保険被保険者台帳の管理に関すること。
(5)　介護保険給付に関すること。
(6)　介護予防給付に関すること。
(7)　介護保険料の賦課収納に関すること。
(8)　介護保険運営協議会に関すること。
(9)　地域密着型サービス事業所の指定及び指導に関すること。
(10)　指定居宅介護支援事業所の指定及び指導に関すること。
(11)　その他介護保険に関すること。
(12)　課の庶務に関すること。

介護審査係 ６ 名
(1)　介護認定に関すること。
(2)　介護認定審査会に関すること。

高齢者包括支援係 ６ 名

(1)　高齢者の地域包括ケアに関すること。
(2)　介護予防・生活支援サービス事業に関すること。
(3)　一般介護予防事業に関すること。
(4)　地域包括支援センターに関すること。
(5)　地域包括支援センター運営協議会に関すること。
(6)　包括的・継続的ケアマネジメント支援に関すること。
(7)　在宅医療・介護連携推進事業に関すること。
(8)　生活支援体制整備事業に関すること。
(9)　認知症総合支援事業に関すること。
(10)　その他地域支援事業に関すること。　

（２）地域福祉課

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

長寿いきがい係 ２ 名

(1)　家族介護への支援に関すること。
(2)　高齢者の総合相談支援に関すること。
(3)　高齢者の虐待防止及び権利擁護に関すること。
(4)　成年後見制度の普及、啓発及び利用促進に関すること。

　平成１２年４月にスタートした介護保険制度は、３年を１期とした事業期間を６期経過し、平成３０年度から
第７期介護保険事業に入りました。平成１８年度（第３期）には制度開始５年後の見直しにより、介護予防の
考え方が取り入れられ、介護予防給付の創設、地域包括支援センターの設置等を行うとともに、地域密着型
サービスの創設などの改正が行われました。また、平成２４年度（第５期）には、制度開始後１０年目の見直
しが行われ、高齢者の増加による重度の要介護者、医療ニーズの高い高齢者、高齢者のみの世帯の増加
などの状況に対応して、医療・介護・予防・住まい・生活支援の５つのサ-ビスを切れ目なく提供する「地域包
括ケアシステム」の実現を図ることが定められました。
　平成３０年度からの第７期では、保険者機能の強化等による高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取
組の推進や、新たな介護保険施設（介護医療院）の創設、地域共生社会の実現に向けた取組の推進、現役
世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し、介護納付金における総報酬割を導入するなどの改
正が行われました。
　本市の介護保険事業は、福祉部の介護保険課と地域福祉課、市民生活部の支所市民福祉課が担当して
います。
　また、日常生活圏域を概ね中学校通学区域に設定し、各圏域ごとに地域包括支援センターが中心となり、
身近な相談を含めた包括的支援事業や、要支援認定者への介護予防ケアマネジメントを行い、地域で暮ら
す高齢者を介護、福祉、保健、医療など総合的に支援しています。
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※住民基本台帳

人

人

（３）支所市民福祉課

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

福祉係 ２ 名

(1)　介護保険給付の申請に関すること。
(2)　介護保険被保険者証等の発行及び交付に関すること。
(3)　介護保険認定の申請に関すること。
(4)　介護保険料の収納に関すること。

（４）地域包括支援センター

事　　業　　所　　名 所　在　地

本庄西地域包括支援センター　本庄市社会福祉協議会 本庄市銀座１丁目１番１号

本庄東地域包括支援センター　安誠園 本庄市本庄３丁目１番２１号

本庄南地域包括支援センター　シャローム　 本庄市今井１２５１番地１

児玉地域包括支援センター　 本庄市児玉町金屋１３０２番地１

介護保険の対象者

　介護保険は、原則４０歳以上の全国民が加入し、制度を支え合っています。
　６５歳以上の人は、第１号被保険者となります。
　４０～６４歳の人で医療保険に加入している人は、第２号被保険者となります。

第１号被保険者 第２号被保険者

年　　齢 ６５歳以上の人 ４０～６４歳の人

サービスを受けられ
る人

原因を問わず、日常生活に介護や支
援が必要となった場合に、認定を受
ければ、サービスが利用できます

加齢による病気（特定疾病）が原因で、介護や
支援が必要となった場合に、認定を受ければ
サービスが利用できます

保険料の負担
市町村が徴収します
（年金天引又は納付書）

勤務先の健康保険や国民健康保険などの医療
保険料と一緒に納付します

（１）本庄市の介護保険対象者数 令和３年４月１日現在

年 齢 階 層 対 象 者 数 備　　　　　考

　　　　　第１号被保険者（６５歳以上） 22,422 　高齢化率 28.8 

　　　　　第２号被保険者（４０～６４歳） 26,801 

　　　　　　　　　　　総　 人 　口 77,793 

（２）住所地特例対象者数 令和３年４月１日現在

対 象 者 数 備　　　　　考

住所地特例者 186 本庄市民であった人が市外の施設に入所

他市町村住所地特例者 379 
他市町村の住民であった人が本庄市内の施設
に入所

※住所地特例とは、施設の多い市町村の介護保険財政を圧迫しないように、被保険者が他市町村の施設に入所等を
して施設所在地に住所を変更した場合に、施設所在地の市町村ではなく、施設に入所等をする前の住所地市町村の
被保険者となる特例制度です。
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　　　　　　　２９１人人 　　　　　　　　７人人 　　　　　　２９８人人

　　　　　　　３８３人人 　　　　　　　　８人人 　　　　　　３９１人人

　　　　　　　８９１人人 　　　　　　　２６人人 　　　　　　９１７人人

　　　　　　　５８９人人 　　　　　　　２３人人 　　　　　　６１２人人

　　　　　　　４６７人人 　　　　　　　２１人人 　　　　　　４８８人人

　　　　　　　４６４人人 　　　　　　　１６人人 　　　　　　４８０人人

　　　　　　　３１２人人 　　　　　　　１３人人 　　　　　　３２５人人

　　　　　３，３９７人人 　　　　　　１１４人人 　　　　３，５１１人人

※介護保険事業状況報告(厚生労働省ホームページ)

※

要介護認定の種類とサービス

　介護保険のサービスを利用するためには、本庄市役所介護保険課又は児玉総合支所 支所市民福祉課に
申請して、要介護認定を受ける必要があります。

介護度 利用限度額（月額） サービスの内容

要支援１ ５０，３２０円

要支援２ １０５，３１０円

要介護１ １６７，６５０円

要介護２ １９７，０５０円

要介護３ ２７０，４８０円

要介護４ ３０９，３８０円

要介護５ ３６２，１７０円

非該当
介護予防・日常生活支援総合事業を利用できます
（ただし、介護予防・生活支援サービス事業は、基本チェックリストを受けて対象者と判
定された場合に利用できます）

本庄市の要介護認定者数

　本庄市の要介護認定者は、令和３年３月３１日現在で３，７２３人です。
　令和２年３月３１日現在は３，６９１人ですので、１年間で３２人増加しています。

　本庄市の要介護認定者数 　　　  令和３年３月３１日現在

介護度 第1号被保険者（65歳～） 第2号被保険者（40～64歳） 合　　　計

要支援１ 310 5 315 

要支援２ 339 12 351 

要介護１ 1,048 26 1,074 

要介護２ 573 40 613 

要介護３ 445 19 464 

要介護４ 556 17 573 

要介護５ 325 8 333 

計 3,596 127 3,723 

４０～６４歳までの人については、法令に定められた１６項目の特定疾病により介護が必要となった人
が認定対象となります。

介護予防サービス、介護予防・日常生活支援総合事業（介
護予防・生活支援サービス、一般介護予防事業）を利用で
きます

介護サービスを利用できます
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６
　（１）第１号被保険者(６５歳以上)の介護保険料

※

※

※

介護保険の保険料

所得段階 対象となる方 保険料率
保険料（年額）

令和２年度

第１段階

○生活保護受給者の方
○老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民税非課税の方
○世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計から年金収
入に係る所得を差し引いた額が８０万円以下の方

基準額×０．３０ 　１８，３６０円

第２段階 ８０万円超１２０万円以下の方 基準額×０．５０ 　３０，６００円

第３段階 １２０万円超の方 基準額×０．７０ 　４２，８４０円

第４段階 ８０万円以下の方 基準額×０．９０ 　５５，０８０円

第５段階 ８０万円超の方 基準額×１．００ 　６１，２００円
（基準額）

第６段階 １２０万円未満の方 基準額×１．２０ 　７３，４４０円

第７段階 １２０万円以上２００万円未満の方 基準額×１．３０ 　７９，５６０円

第８段階 ２００万円以上３００万円未満の方 基準額×１．５０ 　９１，８００円

第９段階 ３００万円以上４００万円未満の方 基準額×１．６０ 　９７，９２０円

第１０段階 ４００万円以上５００万円未満の方 基準額×１．７０ 　１０４，０４０円

第１１段階 ５００万円以上６００万円未満の方 基準額×１．８０ １１０，１６０円

第１２段階 ６００万円以上８００万円未満の方 基準額×１．９０ １１６，２８０円

第１３段階 ８００万円以上の方 基準額×２．００ １２２，４００円

合計所得金額については、租税特別措置法に規定される長期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除を差し
引いた額。
第１号被保険者のうち、市民税が非課税である第１段階から第３段階に該当する方の介護保険料については、本
庄市介護保険条例の規定に基づき軽減が図られています（令和元年度より）。

平成21～23年度 平成30～令和元年度

H21 H22 H23 H30 R1

第１段階
15,600円

（17,820円）
16,200円

（15,300円）
19,800円 21,000円 21,300円 21,600円  29,400円 27,000円 27,540円 22,950円

第２段階
23,400円

（26,730円）
24,300円

（22,950円）
19,800円 21,000円 21,300円 21,600円  29,400円 45,000円 45,900円 38,250円

第３段階
31,200円

（35,640円）
32,400円

（30,600円）
29,700円 31,500円 31,950円 32,400円  44,100円 45,500円 45,900円 44,370円

第４段階
（特例）

― ― ― 37,800円 38,340円 38,880円  55,860円 ― ― ―

第４段階
39,000円

（44,550円）
40,500円

（38,250円）
39,600円 42,000円 42,600円 43,200円  58,800円 54,000円 55,080円 55,080円

第５段階
46,800円

（53,460円）
48,600円

（45,900円）
49,500円 46,200円 46,860円 47,520円  73,500円 60,000円 61,200円 61,200円

第６段階 ― ― 59,400円 52,500円 53,250円 54,000円  88,200円 72,000円 73,440円 73,440円
第７段階 ― ― ― 63,000円 63,900円 64,800円  94,080円 78,000円 79,560円 79,560円
第８段階 ― ― ― ― ― ―  99,960円 90,000円 91,800円 91,800円
第９段階 ― ― ― ― ― ― 105,840円 90,000円 97,920円 97,920円

第１０段階 ― ― ― ― ― ― 111,720円 96,000円 104,040円 104,040円
第１１段階 ― ― ― ― ― ― 117,600円 102,000円 110,160円 110,160円
第１２段階 ― ― ― ― ― ― ― 108,000円 116,280円 116,280円
第１３段階 ― ― ― ― ― ― ― 114,000円 122,400円 122,400円
第１４段階 ― ― ― ― ― ― ― 120,000円 ― ―

国の特別対策により保険料が、平成12年度は1/4に、平成13年度は3/4にそれぞれ減額されていました。
カッコ内は旧児玉町の保険料額。

　（２）第2号被保険者（４０～６４歳）

　 第2号被保険者の保険料は、会社の健康保険や国民健康保険などの保険税に上乗せされて徴収されます。

本庄市国民健康保険 所得割 ２．７％、 均等割 １２，４００円

会社の健康保険など 加入している健康保険組合によって金額が異なります

世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収入額
と合計所得金額の合計から年金収入に係る所得を
差し引いた額が

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は
市民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所得
金額の合計から年金収入に係る所得を差し引いた
額が

段階
平成12

～14年度
※

平成15
～17年度

平成18
～20年度

平成24～
　　 26年度

平成27～
　　 29年度

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
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７ 介護保険により受けられるサービスの種類（令和３年３月３１日現在）

　介護サービスは、介護が必要な人の『要介護度』により月毎の限度額が定められています。
  平成１８年度からの制度改正により、要介護（要介護１～５）と認定された方と、要支援（要支援１、２）と認
定された方では使えるサービスが異なります。

（１）要介護１～５の方へのサービス

 ケアプラン作成

介護サービス計画
（ケアプラン）

居宅介護支援事業者の介護支援専門員（ケアマネジャー）と相談し
て、｢介護サービス計画（ケアプラン）｣を作ります。

 在宅サービス

訪問介護（ホームヘルプ） ホームヘルパー等が訪問し、排泄・食事の介護など

訪問入浴介護  ☆ 移動入浴車が訪問する入浴サービス

訪問看護 ☆ 看護師等が訪問して看護や介護

訪問リハビリテーション ☆ リハビリの専門家が訪問してリハビリを行う

居宅療養管理指導 ☆ 医師・歯科医師等が訪問し、療養上の管理・指導

通所介護（デイサービス） デイサービスセンターで食事・入浴などのサービス

通所リハビリテーション ☆ 施設や病院で日帰りのリハビリテーション

短期入所生活介護 ☆ 老人福祉施設等に短期入所し介護やリハビリなど

短期入所療養介護 ☆ 老人保健施設等に短期入所し医療や介護など

特定施設入居者生活介護 ☆ 有料老人ホーム等における介護（市内になし）

車椅子・特殊ベッド等の福祉用具のレンタルや購入

＊要支援１・２の方、要介護１の方は、貸与できる品目が限られます。

住宅改修費の支給 ☆ 手すりの設置・段差の解消などの住宅改修費の支給

 施設サービス

施設サービス（施設名称） サービス内容 例示(市内事業所)

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

生活介護が中心に行われる施
設

安誠園、トマト村、シャローム、オルト
ビオス

介護老人保健施設
(老人保健施設)

介護やリハビリが中心に行わ
れる施設

彩の苑
本庄ナーシングホーム

介護療養型医療施設
(療養型病床等)

介護・リハビリ・その他必要な医
療が受けられる施設

吉沢病院

介護医療院
医療と生活介護が一体的に受
けられる施設

市内該当施設なし

（ショート
　ステイ）

福祉用具の貸与・購入費の支給 ☆
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 地域密着型サービス

介護予防・日常生活支援総合事業

地域密着型サービス サービス内容 例示（市内事業所）

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

介護職員と看護師が密接に連携した定期
的な訪問、利用者の通報や電話などに対
して随時対応するサービス

蛍ケアセンター

夜間対応型訪問介
護

夜間の定期的な巡回訪問や通報による随
時訪問を行い、入浴、排せつ、食事等の介
護などを行うサービス

市内該当施設なし

認知症対応型通所介
護 ☆

認知症がみられる要介護者を対象に、デ
イサービスセンター等で「通い」による介護
予防や趣味活動、食事、入浴サービスな
どを提供するサービス

ジャム・五感の里本庄早稲田

小規模多機能型居
宅介護 ☆

通所介護（デイサービス）のような「通い」を
中心とし、要介護者の状態や希望に応じて
随時、「訪問」や「泊まり」を組み合わせて
実施するサービス

しゃくなげ荘・あったかほーむ下野堂・ノエ
ルこだま

看護小規模多機能
型居宅介護（複合型
サービス）

小規模の居住型施設への「通い」、自宅に
来てもらう「訪問」（介護と看護）、施設に
「泊まる」サービスを柔軟に組み合わせて
実施するサービス

市内該当施設なし

認知症対応型共同生
活介護 （グループ
ホーム）★

認知症がみられる要介護者を対象に、家
庭的な雰囲気の中で過ごせる場を提供
し、認知症の症状を和らげるとともに、家
族の負担の軽減を図るサービス

元気村・トマト村・やまぶき・五感の里本庄
早稲田・まごころ・紙ふうせん・ゆうあい本
庄・しゃくなげ荘・ノエル本庄・四季の丘

地域密着型特定施
設入居者生活介護

定員３０人未満の介護専用型有料老人
ホーム等におけるサービス

グリーンピース

地域密着型介護老
人福祉施設入所者
生活介護

定員３０人未満の小規模な介護老人福祉
施設（特別養護老人ホーム）におけるサー
ビス

四季咲きの杜・千鳥の丘

（２）要支援１・２ の方、介護予防・生活支援サービス事業対象者へのサービス

 ケアプラン作成

介護予防サービス計画（ケアプラン）

介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）

介護予防訪問介護相当サービス ヘルパーが訪問し、洗濯・掃除などを支援

生活力アップサポートサービス
一定の研修受講者が訪問し、洗濯･掃除など
を支援

介護予防通所介護相当サービス
デイサービスセンターで生活機能訓練をはじ
めとする支援

元気アップサポートサービス
デイサービスセンターで閉じこもり予防･自立
支援に資する支援

訪問･通所 短期集中サポートサービス
保健医療の専門職が訪問及び通所により短
期集中的に関わり生活機能の向上をはかるた
めの支援

　ただし、要支援１の方は、上記以外に、「（１）要介護１～５の方へのサービス」（P5～6）のうち☆マークのあ
るサービスを利用できます。
　要支援２の方は、上記以外に、「（１）要介護１～５の方へのサービス」（P5～6）のうち☆★マークのある
サービスを利用できます。

地域包括支援センターの介護支援専門員（ケア
マネジャー）等と相談して、ケアプランを作りま
す。　※介護予防・生活支援サービス事業対象者は介護
予防ケアマネジメントになります。

介護予防・生活支援
サービス事業

訪問

通所
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８ 介護保険による地域支援事業
令和３年３月３１日現在

事　業　区　分 事　　業　　名 実施回数 実人数 延べ人数

介護予防把握事業 地域包括支援センター等からの把握 376 

介護予防出前講座 ※認サポ除く 4 63 

介護予防研修会 3 40 79 

認知症簡易チェックシステム 3,080 

筋トレサポーター養成講座 8 14 106 

筋力アップ教室　　　　　　 84ヶ所 1,331 1,998 22,440 

市主催　　　　　　　　　(7ヶ所) (178) (287) (5,102)

住民主体　　　　　　　(77ヶ所) (1,153) (1,711) (17,338)

　　本庄西地区　　　　 {20ヶ所} {423} {539} {7,502}

　　本庄東地区　       {13ヶ所} {133} {422} {1,988}

　　本庄南地区       　{15ヶ所} {263} {266} {2,880}

　　児玉地区　          {29ヶ所} {334} {484} {4,968}

筋トレリーダーフォローアップ研修 6 72 134 

セルディ（A日程） (2) (22) (42)

旧本庄商業銀行煉瓦倉庫（B日程） (2) (23) (41)

旧本庄商業銀行煉瓦倉庫（C日程） (2) (27) (51)

あたまとからだの健康教室 32 37 239 

北泉公民館 (8) (11) (74)

はにぽんプラザ (8) (11) (74)

児玉公民館（第１クール） (8) (6) (44)

児玉公民館（第２クール） (8) (9) (47)

フレイル予防教室 6 29 79 

本庄会場 (3) (15) (41)

児玉会場 (3) (14) (38)

いきいき教室 29 137 612 

はにぽんプラザ (14) (77) (330)

勤労青少年ホーム (7) (29) (122)

セルディ (8) (31) (160)

はにぽんお口の健康体操実施32ヶ所 438 930 8,862 

地域包括支援センター運営協議会 2 

連絡会議 11 

総合相談（市、地域包括支援センター分） 1,668 2,814 

虐待通報による相談 20 27 

虐待防止ネットワーク会議 1 

虐待防止コアメンバー会議 2 

本庄ケアマネ会（市全域） 4 

圏域別ネットワーク会議（西地域） 2 

圏域別ネットワーク会議（東地域） 3 

圏域別ネットワーク会議（南地域） 1 

圏域別ネットワーク会議（児玉地域） 1 

他分野の相談支援者との意見交換会 1 

包括的・継続的ケアマネジメント担当者会議 8 

主任介護支援専門員との意見交換会 1 

介護予防普及啓発事業

地域リハビリテーション活動
支援事業

地域包括支援センターの運営

総合相談･権利擁護事業

一
　
般
　
介
　
護
　
予
　
防
　
事
　
業

地域介護予防活動支援事業

包
括
支
援
事
業

包括的継続的ケアマネジメン
ト事業
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令和３年３月３１日現在

事　業　区　分 事　　業　　名 実施回数 実人数 延べ人数

地域ケア個別会議（4圏域分） 24 

地域ケア課題整理会議（４圏域分） 4 

地域ケア推進会議（市全域） 1 

地域ケア会議打合せ会議 1 

認知症サポーター養成講座（一般） 7 133 133 

認知症サポーター養成講座（小学生） 10 388 388 

認知症サポーター養成講座（中学生） 4 382 382 

認知症サポーター養成講座（幼児） 5 124 124 

幼児向け認サポ養成講座事前会議、反省会等 2 

認知症サポーターステップアップ講座 2 14 27 

認知症サポーター（ボランティア）登録 9 

介護マーク 1 1 

介護者教室 4 48 

認知症家族の会 8 10 42 

住宅改修支援事業 6 6 

成年後見市長申立 8 8 

成年後見制度利用支援事業 4 4 

認知症個別相談会 48 2 2 

オレンジカフェ 33 372 

認知症地域支援ケア向上検討会議 8 

認知症キャラバン・メイト意見交換会 1 20 20 

認知症キャラバン・メイト勉強会 2 18 30 

認知症サポーター意見交換会 3 39 

初期集中支援チーム検討委員会 1 

生活支援サポーター養成講座 5 15 67 

生活支援サポータースキルアップ講座 1 42 42 

生活支援サポーター（ボランティア）登録 8 

連絡会議 2 

協議体（市全域） 5 

協議体（日常生活圏域） 18 

生活支援コーディネーター研修 5 

スーパーへの移動支援（社会福祉法人公益事業） 6 12 27 

在宅医療・介護連携推進協議会（郡市） 2 52 52 

入退院調整ルールを事業所に再周知 34事業所 34事業所

ICＴを活用したミニ講座 11 

訪問介護事業所向け一覧の作成と配布 17事業所 17事業所

多職種連携を考える会（開催支援） 2 58 

わたしの連絡先カード 748 748 

在宅医療担当課長会議 2 

在宅医療・介護連携担当者会議 7 

普及促進 53 2,970 

認知症高齢者見守り事業（GPS） 3 3 

認知症高齢者見守り事業（QRコード） 6 6 

介護用品（紙おむつ）の支給 1461

地域ケア会議

家族介護支援事業

包

括

支

援

事

業

家族介護・成年後見支援事業

認知症地域支援・ケア向上事業

生活支援体制整備事業

在宅医療・介護連携推進事業
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１

２

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、資料を送付し、書面による確認としました。

【送付資料】
資料１　高齢者虐待事案集計表（平成２８年度～令和２年度）
資料２　令和２年度　高齢者虐待事案集計表
資料３　令和２年度　高齢者虐待通報受付一覧表
資料４　本庄市における高齢者虐待防止に関する取り組みについて

本庄市高齢者虐待防止ネットワーク会議

委員名簿
　　　　　　　　　令和２年６月１日現在

委 員 氏 名 選 出 団 体 ・ 機 関

奈良　　進 本庄市民生委員・児童委員協議会

大塚　　進 本庄市老人クラブ連合会

峯　　正男 本庄市自治会連合会

高橋　公男 本庄市児玉郡医師会

山下部　勝 本庄市社会福祉協議会

太田　行信 在宅介護支援センター

富沢　峰雄 児玉圏域介護サービス事業者連絡協議会

飯野　清則 熊谷人権擁護委員協議会本庄部会

吉田　憲志 本庄警察署

福島　　正 児玉警察署

小峰　弘明 埼玉県北部福祉事務所

中村　　孝 さいたま地方法務局

山田　智美 本庄西地域包括支援センター本庄市社会福祉協議会

群馬　正敏 本庄東地域包括支援センター安誠園

増川　英里子 本庄南地域包括支援センターシャローム

須藤　豊一 児玉地域包括支援センター

原　　史子 本庄市福祉部長

令和２年度の開催状況
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1

　２９年度
以前

　３０年度

　元年度

２

　 （単位：人）

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第１０段階 第１１段階 第１２段階 第１３段階

生活保護 世帯課税 世帯課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税

老齢福祉年金 本人非課税 本人非課税 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額

世帯非課税

80万円以下
120万円以下 120万円超 80万円以下 80万円超 ～120万円未満 ～２０0万円未満 ～３０0万円未満 ～４00万円未満 ～５00万円未満 ～６00万円未満 ～８00万円未満 800万円以上

特別徴収 2,395 1,343 1,172 2,536 3,023 3,411 2,501 1,221 505 222 102 115 191 18,737 81.3%

普通徴収 1,342 293 190 645 188 592 460 289 105 56 31 27 79 4,297 18.7%

合 　計 3,737 1,636 1,362 3,181 3,211 4,003 2,961 1,510 610 278 133 142 270 23,034 100.0%

構成比率 16.2% 7.1% 5.9% 13.8% 13.9% 17.4% 12.9% 6.6% 2.6% 1.2% 0.6% 0.6% 1.2% 100.0%

 ・年金の受給額が年間１８万円以上の方は、年金から天引きされます。

 ・天引き対象の年金は老齢基礎年金、老齢（退職）年金、遺族年金、障害年金です。

 ・老齢基礎年金、老齢（退職）年金、遺族年金、障害年金の受給額が、年間１８万円未満の方

 ・受給している年金が、老齢福祉年金、寡婦年金、農業者年金などの方

 ・今年度になってから、６５歳になられた方

 ・今年度になってから、本庄市に転入、または本庄市から転出された方

 ・その他、所得額の変更などにより介護保険料額が変更された場合は、年金から天引きできなくなる場合もあります。

 ・併用徴収（保険料の年額のうち、一部を特別徴収により納付する。）の方を含みます。

本庄市介護保険料の収納状況

令和２年度　介護保険料　調定額及び収納額（令和３年５月末現在）

（単位：円）

現年度分 調定額 決算額 還付未済額 不納欠損額 収納未済額 収納率

 特別徴収 1,184,207,460 1,185,332,440 459,920 0 -1,124,980 100.1%

 普通徴収 131,036,720 118,530,270 98,340 0 12,506,450 90.5%

  合　　　計 1,315,244,180 1,303,862,710 558,260 0 11,381,470 99.1%

過年度分 調定額 決算額 還付未済額 不納欠損額 収納未済額 収納率

 普通徴収 1,881,637 141,190 0 1,572,460 167,987 7.5%

 普通徴収 11,679,980 2,018,840 0 8,096,430 1,564,710 17.3%

 普通徴収 14,608,457 4,016,090 0 0 10,592,367 27.5%

  合　　　計 28,170,074 6,176,120 0 9,668,890 12,325,064 21.9%

介護保険　保険料段階別賦課人員（令和２年度　年度末現在）

 普通徴収

  (市納付書)

　  または

  (口座引落)

合   　計 構成比率

階層基準
世帯非課税 世帯非課税

 特別徴収
（年金天引）

 ・昨年度中に６５歳になられた方や本庄市に転入された方で、上記理由以外の方は、年度後半からは年金天引きできますが、年度前半
は普通徴収になります。

第１段階

16.2%

第２段階

7.1%

第３段階

5.9%

第４段階

13.8%

第５段階

13.9%

第６段階

17.4%

第７段階

12.9%

第８段階

6.6%

第９段階

2.6%

第１０段階

1.2%

第１１段階

0.6%

第１２段階

0.6%

第１３段階

1.2%

段階別の構成人数

特別徴収

81.3%

普通徴収

18.7%

納入方法別の人数割合
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令和２年度　介護保険特別会計　決算概要

歳入 （単位：円）

  予 算 現 額   収 入 済 額 執行率 構成比率  備 考

１．介護保険料 1,336,358,000 1,310,038,830 98.0% 20.8%

現年度分 1,328,504,000 1,303,862,710 98.1% 20.7%

滞納繰越分 7,854,000 6,176,120 78.6% 0.1%

２．国庫支出金 1,369,635,000 1,378,021,180 100.6% 21.8%

介護給付費国庫負担金現年度分 1,038,967,000 1,038,115,397 99.9% 16.5%

介護給付費国庫負担金過年度分 39,240,000 39,239,653 100.0% 0.6%

調整交付金 186,688,000 196,535,000 105.3% 3.1%

地域支援事業交付金 71,630,000 71,630,110 100.0% 1.1%

介護保険事業費補助金 2,879,000 2,270,020 78.8% 0.0%

保険者機能強化推進交付金 14,230,000 14,230,000 100.0% 0.2%

介護保険保険者努力支援交付金 16,001,000 16,001,000 100.0% 0.3%

３．支払基金交付金 1,585,076,000 1,557,232,657 98.2% 24.7%

介護給付費交付金現年度分 1,543,335,000 1,516,985,000 98.3% 24.0%

介護給付費交付金過年度分 10,636,000 10,635,657 100.0% 0.2%

地域支援事業支援交付金 31,105,000 29,612,000 95.2% 0.5%

４．県支出金 892,368,000 893,225,263 100.1% 14.2%

介護給付費県負担金現年度分 818,750,000 819,605,076 100.1% 13.0%

介護給付費県負担金過年度分 34,925,000 34,925,032 100.0% 0.6%

地域支援事業交付金 38,693,000 38,695,155 100.0% 0.6%

財政安定化基金交付金 0 0 0.0% 0.0%

５．財産収入 320,000 238,953 74.7% 0.0%

利子 320,000 238,953 74.7% 0.0%

６．繰入金 1,196,613,000 1,164,194,941 97.3% 18.5%

介護給付費繰入金 712,155,000 695,817,629 97.7% 11.0%

職員給与費等繰入金 148,164,000 142,508,582 96.2% 2.3%

事務費繰入金 44,740,000 39,342,095 87.9% 0.6%

地域支援事業繰入金 164,255,000 162,038,035 98.7% 2.6%

低所得者保険料軽減繰入金現年度分 73,276,000 70,465,680 96.2% 1.1%

低所得者保険料軽減繰入金過年度分 251,000 250,920 100.0% 0.0%

給付準備基金繰入金 53,772,000 53,772,000 100.0% 0.9%

臨時特例基金繰入金 0 0 0.0% 0.0%

７．繰越金 1,000 0 0.0% 0.0%

繰越金 1,000 0 0.0% 0.0%

８．諸収入 133,000 6,171,348 4640.1% 0.1%

延滞金・加算金及び過料 101,000 4,200 4.2% 0.0%

雑入 32,000 6,167,148 19272.3% 0.1%

6,380,504,000 6,309,123,172 98.9% 100.0%

項　　　　　　目

  合　　 　　 　計

介護保険料

20.8%

国庫支出金

21.8%

支払基金交

付金

24.7%

県支出金

14.2%

繰入金

18.5%

繰越金

0.0%

諸収入等

0.1%歳　入

介護保険料

23.0%

国庫負担金

25.0%

支払基金交

付金

27.0%

県支出金

12.5%

市負担金

12.5%

保険給付費の財源の内訳

＊在宅の場合の内訳
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令和２年度　介護保険特別会計　決算概要

歳出 （単位：円）

予算現額 支出済額 執行率 構成比率 備考

１．総務費 162,853,000 152,921,689 93.9% 2.5%

一般管理費 123,794,000 117,631,121 95.0% 1.9%

徴収費 3,311,000 3,043,609 91.9% 0.0%

介護認定審査調査費 35,004,000 31,937,639 91.2% 0.5%

趣旨普及費 744,000 309,320 41.6% 0.0%

２．保険給付費 5,716,063,000 5,591,487,588 97.8% 89.8%

介護サービス等諸費 5,263,079,000 5,156,159,192 98.0% 82.8% （要介護）

介護予防サービス等諸費 76,151,000 69,950,102 91.9% 1.1% （要支援）

高額サービス費 132,689,000 126,619,679 95.4% 2.0%

高額医療合算サービス等費 20,557,000 16,716,630 81.3% 0.3%

特定入所者介護サービス等等 220,334,000 218,835,265 99.3% 3.5%

審査支払手数料 3,253,000 3,206,720 98.6% 0.1%

３．基金積立金 82,760,000 82,677,953 99.9% 1.3%

給付準備基金積立金 82,760,000 82,677,953 99.9% 1.3%

臨時特例基金積立金 0 0 0.0% 0.0%

285,138,000 267,827,331 93.9% 4.3%

介護予防･生活支援サービス事業費 112,721,000 101,862,543 90.4% 1.6%

一般介護予防事業費 25,945,000 24,313,767 93.7% 0.4%

包括的支援事業･任意事業費 146,472,000 141,651,021 96.7% 2.3%

５．諸支出金 102,690,000 100,937,296 98.3% 1.6%

償還金 102,690,000 100,937,296 98.3% 1.6%

６．予備費 1,000,000 0 0.0% 0.0%

予備費 1,000,000 0 0.0% 0.0%

７．繰上充用金 30,000,000 27,908,174 93.0% 0.4%

繰上充用金 30,000,000 27,908,174 93.0% 0.4%

6,380,504,000 6,223,760,031 97.5% 100.0%

項　　　　　目

４．地域支援事業費

  合　　　　　計

総務費

2.5%

保険給付費

89.8%

地域支援事

業費

4.3%

基金積立金

1.3%

諸支出金

1.6%

繰上充用金

0.4%

歳　出

居宅サービス

36.9%

地域密着サー

ビス

18.6%

施設サービス

31.6%

その他介護

5.1%

介護予防サー

ビス

1.3%

高額

2.3%
高額医療合算

0.3%
特定入所者

3.9%

審査手数料

0.1%

保険給付費の内訳
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令和２年度　介護給付費の状況

（単位：円）

 支出金額 構成比率 　備　　　　　考

01 介護サービス等諸費 5,156,159,192 92.2%

01 居宅介護サービス給付費 2,063,604,537 36.9%

訪問サービス 393,491,084 7.0% 訪問介護、訪問看護等

通所サービス 1,171,279,985 20.9% デイサービス、通所リハビリテーション

短期入所サービス 238,282,829 4.3% ショートステイ

その他単品サービス 260,550,639 4.7% 特定施設、福祉用具貸与等

02 地域密着型サービス給付費 1,038,349,169 18.6%

定期巡回･随時対応型訪問介護看護 39,186,911 0.7%

地域密着型通所介護 162,621,963 2.9%

認知症対応型通所介護　　　 33,023,580 0.6% 認知症デイ

（要介護） 小規模多機能型居宅介護 130,013,125 2.3%

認知症対応型共同生活介護 422,725,482 7.6% グループホーム

地域密着型特定施設入居者生活介護 57,935,269 1.0% 地域密着特定施設

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 192,842,839 3.4% 地域密着特養

 03 施設介護サービス給付費 1,767,422,725 31.6%

介護老人福祉施設 1,039,661,290 18.6% 特養

介護老人保健施設 656,038,923 11.7% 老健

介護療養型医療施設 71,722,512 1.3% 療養型

介護医療院 0 0.0%

04 居宅介護福祉用具購入費 6,640,028 0.1% 福祉用具購入

05 居宅介護住宅改修費 14,139,386 0.3% 手すり、段差、トイレ改修等

06 居宅介護サービス計画給付費 266,003,347 4.8% ケアプラン作成経費

02 介護予防サービス等諸費 69,950,102 1.3%

01 介護予防サービス給付費 42,886,905 0.8% 訪問介護、デイケア等

02 介護予防地域密着型サービス給付費 7,383,420 0.1% グループホーム等

 （要支援） 03 介護予防福祉用具購入費 1,157,221 0.0% 福祉用具

04 介護予防住宅改修費 6,014,262 0.1% 手すり、段差、トイレ改修等

05 介護予防サービス計画給付費 12,508,294 0.2% ケアプラン作成経費

03 高額サービス費 126,619,679 2.3%

01 高額介護サービス費等 126,619,679 2.3% 基準額を超えた額を償還払い

04 高額医療合算介護サービス費 16,716,630 0.3%

01 高額医療合算介護サービス費等 16,716,630 0.3% 基準額を超えた額を償還払い

05 審査支払手数料 3,206,720 0.1%

01 審査支払手数料 3,206,720 0.1% 国保連合会に審査事務を委託

218,835,265 3.9%

01 特定入所者介護サービス費等 218,835,265 3.9% 施設利用者の居住費・食費の補填

5,591,487,588 100.0%

　　　　項　　　　　　　　目

06 特定入所者介護サービス費等

　　給　付　費　合　計
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3.9%

0.1%

0.3%

2.3%

1.3%

4.8%

0.3%

0.1%

0.0%

1.3%

11.7%

18.6%

3.4%

1.0%

7.6%

2.3%

0.6%

2.9%

0.7%

4.7%

4.3%

20.9%

7.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

特定入所者

審査

高額医療合算

高額

要支援

計画

住宅改修

福祉用具購入

医療院

療養型

老健

特養

地域密着特養

地域密着特定施設

グループホーム

小規模多機能

認知デイ

地域密着通所

定期巡回

その他単品

短期入所

通所

訪問

介護給付費の構成比率
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令和２年度　地域支援事業費の状況

（単位：円）

 支出金額

141,651,021

19,402,725

90,181,462

8,085

389,297

4,896,337

672,732

3,388,538

22,509,572

202,273

101,862,543

89,039,881

12,524,542

298,120

24,313,767

22,627,053

1,686,714

267,827,331

地域包括支援センターと地域福祉課で対応した総合相談件数

2,814件

27件

8件

4件

　　　　項　　　　　　　　目 　備　　　　　考

01 包括的支援事業･任意事業費

01 包括的支援事業･任意事業給与費

02 包括支援センター運営事業
地域包括支援センター業務委託料、運営協議
会

03 高齢者総合相談･権利擁護事業 虐待防止ネットワーク会議等

04 包括的･継続的ケアマネジメント支援事業 地域ケア会議、介護支援専門員団体補助金

05 家族介護支援事業 要介護高齢者に対するおむつの支給等

06 地域生活･成年後見支援事業
認知症サポーター養成講座、成年後見市長申
立等

07 在宅医療・介護連携推進事業 在宅医療推進会議、講演会

08 生活支援体制整備事業 生活支援コーディネーター業務委託料

09 認知症総合支援事業 オレンジカフェ運営業務委託料等

02 介護予防・生活支援サービス事業費

01 介護予防・生活支援サービス事業 介護予防訪問介護、通所介護等

02 介護予防ケアマネジメント事業

03 審査支払事業

03 一般介護予防事業費

01 一般介護予防給与費

01 一般介護予防事業
筋力アップ教室、いきいき教室、はにぽんお口
の健康体操等

　　事　業　費　合　計

総合相談件数

虐待・権利擁護

成年後見市長申立件数

市長申立

報酬助成件数
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